
（款）　 （項）　5総務管理費 （目）　10文書広報費

◎文書事務の経費

【総合計画上の位置づけ】

【事業の目的】
対象

意図

効果

【事業の内容】
(1)

・

(2)
・

【中事業に含まれる実施計画事業】
文書管理システムの構築（６－１－３－③）

【事業費】

主な支出内訳
・

　庁内郵便料

　廃棄文書溶解業務委託料
　マイクロフィルム作成業務等委託料
　貸し書庫賃借料
　マイクロフィルムリーダープリンタ備品購入費

・
　浄書印刷用消耗品費
　文書処理等業務委託料
　高速デジタル印刷機保守業務委託料
　高速デジタル印刷機周辺機器保守業務委託料
　電子複写機器賃借料
　高速デジタル印刷機器賃借料

】

計画の前提

行財政運営：地方分権社会に対応した持続可能な行財政基盤の確立と効果的な都市経営
をめざします

10総務費

文書管理事務 【 総務課

文書管理事務

公文書

文書の収受、施行及び発送業務をより効率的かつ円滑に行うとともに、高速印刷システムを
活用し、冊子印刷等の内部処理化を促進する。

文書の収受、施行及び発送の効率化を図るとともに、印刷に係る手間を省き、印刷経費を削
減するため。

119,860

ファイリングシステム維持のための用品供給、郵便発送、マイクロフィルム撮影・廃棄文書溶
解業務委託、貸し書庫賃借等の事務に係る業務を行った。

印刷・複写事務

不用額
12,555132,665 132,415

　文書管理システムに係る研修講師謝礼　　 0
文書管理事務

　ファイリング用品等消耗品費 2,449

　庁内メール便等運搬料 1,199
64,504

1,953
1,082

117
345

7,846
16,770
9,638
763

5,158
6,086

文書処理等業務委託、文書作成用パソコン、共用コピー機、共用簡易印刷機、高速デジタ
ル印刷機の賃借・保守委託等の文書作成支援業務を行った。

（単位：千円）

当初予算額 予算現額 支出済額 翌年度繰越額

印刷・複写事務



事務事業

№/名　称
事務事業 259 文書事務の経費

単　　　位 591 印刷・複写事務

1131 文書事務の経費

主管課 総務課 関連課 情報推進課

分野名 行財政運営

目標
（目標値）
人口等の データ区分

データ 人　　　口
世　帯　数

運営資源 決算値

状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費

協　働　の
パートナー

事務事業
運営経費

市民１人当
りの経費

対象者１人
当りの経費

　２０年度事務事業の変更点（新規・廃止・縮小した個別事業）/事業仕分けの視点による妥当性の評価

変更額（千円） 妥当性※

※妥当性の評価

① 必要性なし

② 民間

③ 国・県

④ 現行どおり(鎌倉市)

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 0 0 90

実績値 0 0

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 0%

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

　　評価　　◎：目標を達成　　○：目標に向かって前進している　　△：横ばい　　×：後退している

　ベンチマーク（県内外自治体や民間団体との比較値）

団体名 横浜市 川崎市 横須賀市 平塚市 鎌倉市 藤沢市 小田原市
○ ○ ○ ○ ○

相模原市 三浦市 秦野市 厚木市 大和市 伊勢原市 海老名市 座間市
○ ○ ○

平成21年度事務事業評価シート

22年度

22年度

指　　標

22年度 最終年度（２３年度）

備　　考

綾瀬市

最終年度（　　年度）

10

南足柄市

茅ヶ崎市
○

逗子市
○

119,860千円 116,032千円 

119,860千円 116,032千円

100%

142,968千円総事業費

833円 817円 817円

最終年度（　　年度）

115,343千円 

115,343千円

22年度 最終年度（２２年度）

50%

3.0人 3.0人

△

27,143千円

147,003千円 143,742千円

27,710千円

△

27,625千円
3.0人

100

・各年4月1日

77,430世帯 76,536世帯 75,611世帯

総務-01 文書管理事務
□サービス部門

■支　援　部 門

ザイムス
コード及び
個別事業
名

176,484人

評価

評価

評価

電子決裁率９０％

指　　標

文書管理システムの構築

指　　標 評価

２０年度

事業の変更点・変更理由

指　　標

１９年度 １８年度

175,902人 175,051人

文書管理シス
テムを導入し
た近隣市

文書管理システム導入により、文書事務を効率的かつ正確に進めるとともに、紙文書の保存スペースの
縮減を目指す。

個別事業名



A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

担当部名 部長名

A

(1)文書管理システムの導入作業においては、さまざまな関連課と協力・連携体制を構築
し、各々の所管課が使いやすいような内部事務システムとして、総合的な観点から進めて
いく必要がある。
(2)浄書・印刷業務は、業務の実情を踏まえて平成19年10月から労働者派遣法に基づく委
託契約に移行したが、引き続き、業務に熟達したオペレーターの継続確保の方策を検討し
ていく必要がある。
(3)地下書庫の行政文書の保存量は年々増加し、適正な管理が難しくなっている。平成19
年度及び20年度に実施した全庁的な文書の管理状況調査結果を踏まえ、具体的な管理
方法を検討する時期に来ている。

総務部 兵藤　芳朗

一次評価（課長評価）

A

今後の方向性
行政文書を、行政だけでなく市民全体の共有財産として適正な管理を行い、必要に応じた情報提供、情
報公開の求めに適切に対応する。文書管理システムは、こうした考え方に合致するものであり、行政の説
明責任を果たすことにもつながるため、今後のIT社会のさらなる進展を視野に入れて、積極的な導入を図
るべきである。

文書の電子決裁率が高まるように、現行の文書事務の見直しを行うとともに、より職員が利用しやすいシ
ステムとして導入する。また、今後、制定が予定されている公文書管理法の趣旨を踏まえ、行政文書の適
正管理を徹底するとともに、現行規則の改正等を視野に入れた検討を行う必要がある。

課題・問題点

未解決の課
題・問題点

今後の方針
（対応・改善）

創意・工夫・課
題等の改善点
20年度の成果

(1)文書管理システム単独の導入では、高い電子決裁率が望めない等の理由から、システ
ム導入の先送りが決定された。
(2)浄書・印刷業務は、業務の実情を踏まえて平成19年10月から労働者派遣法に基づく委
託契約に移行したが、引き続き、業務に熟達したオペレーターの継続確保の方策を検討し
ていく必要がある。
(3)経費の削減はもとより、地球温暖化対策、省エネルギーの視点から、紙の購入量の削
減を進めていく必要がある。
(4)これまで以上に、行政文書及び公印の適正管理を行う必要がある。

（20年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

（20年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

(1)文書管理システムは、グループウェア、情報公開、財務会計及びその他の事務とともに
統合的に処理・管理できるシステムとして構築するものとして、中期実施計画で採択され
た。なお、システム開発に当たっては、既存のパッケージソフトをそのまま使用し、カスタマ
イズを極力行わないことで経費の節減を図ることとした。
(2)本年度も引き続き労働者派遣法に基づく委託契約を締結した。
(3)紙の購入量の削減を目指し、文書管理システムの電子決裁率の目標値を９０％に設定
した。
(4)公印使用の手引きを改訂し、決裁文書・契約書の適正管理のための基準を示した。ま
た、永年保存文書の保存期間の見直し調査を実施した。

創意・工夫・
課題等改善
状況

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

平成21年度事務事業評価シート

二次評価（部長評価）

今後の方向性

担当課長氏名： 総務課長　　　内藤　昭二

(1)文書管理システムの導入に向けて、早期に関連課とのプロジェクトチーム等を立ち上げ
る必要がある。
(2)業務に熟達したオペレーターの継続確保を念頭に置き、次年度の契約方法について検
討する。
(3)文書管理システムの導入及び既存の文書の保管方法を見直すことにより紙文書の保
存量を減らし、執務室・地下書庫の省スペース化を図る。


